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成人歯科保健事業の意識調査 

  

白石孝江、小曽根真里子、田波有美、鈴木早苗、塚田明美、吉澤佐知子（栃木県市町村保健師業務研究会

（調査研究班））、青山 旬（栃木県立衛生福祉大学校） 

 

目的 栃木県内市町における成人の歯科保健の事業展開の現状を把握し、問題点を明らかにするとともに

歯科保健事業に関して保健師がどのような思い・考えを持っているかを把握することを目的とした研究

を行った。 

方法 栃木県内市町村に勤務する保健師を対象とした成人歯科保健に関する意識調査を実施した。調査対

象は、栃木県の市町に所属する保健師とし、出産休暇、育児休暇等の者を除く 397 名であった。調査内

容は、勤務歴、成人保健の担当経験の有無、成人歯科保健の課題と対象とすべきライフステージ等であ

る。平成 26 年 1 月に調査を実施した。 

結果 回収率は 92.9％であった。経験年数が長いほど成人保健担当の経験があるものが多くなっていた。

成人保健の担当経験があるものでは、成人歯科保健の課題として、多い順から、住民の関心が低い、健

診受診率が低い、住民の歯科に関する認識・行動に格差があるととらえていた。取り組みとして、ポピ

ュレーションアプローチとしての普及啓発が最も多く、次いでハイリスクアプローチの健診であった。

成人保健担当の経験がない場合、住民の歯科に関する認識・行動に格差がある、住民の関心が低いの順

で課題と考えていた。取り組みについては、ポピュレーションアプローチとしての普及啓発が最も多く、

次いでハイリスクアプローチの健診と健康相談であった。経験年数の違いによる課題や取り組みについ

ては大きな違いは見られなかったが、市町での歯周疾患検診の実施と未実施では、違いが認められ、実

施している場合は、実施率も高いことから、全体の回答と同様であったが、未実施の場合は、行政の歯

周病予防と対策が不十分を多く上げ、成人よりも青年や学童へのアプローチを重視しているようであっ

た。 

結論 調査結果と関連する論文等を検討したところ、現時点ですぐ有効な方法は見当たらないが、成人歯

科保健分野では多くの取り組みが行われており、その取り組みへの参加や、効果的な方法が示されたと

きに生かすために、市町村の保健分野と歯科保健現場の連携を進めておくことが、今後の栃木県の成人

歯科保健の推進に有効な対策と考えられた。同時に、各地の取り組みの結果について情報提供がなされ

ることも重要と考えられた。 
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はじめに 

 歯及び口腔の健康づくりは、生涯にわたる健康の保持増進に欠かせないものであり、生活習慣病予防の

観点からも重要で、生活の質の向上に深く関わっている。各市町では、乳幼児から高齢者にわたり、健診

（検診）等の歯科保健事業に取り組んでいる 1)。成人に対しては歯周疾患検診を実施している市町は多い

が、受診率が低い状況にあり、また各市町により取り組み状況が異なり、検診後のフォロー体制等、不明

である。ところが、歯科保健担当状況については調査があるもの 2)の、担当者の問題意識等の調査は見当

たらない。 

そこで今回、栃木県内市町における成人の歯科保健の事業展開の現状を把握し、問題点を明らかにする

とともに歯科保健事業に関して保健師がどのような思い・考えを持っているかを把握することを研究目的

とした。 

 

対象と方法 

 調査対象は栃木県内市町村に勤務する全保健師440名のうち、産休、育休のものを除く397名であった。 

 調査は自記式アンケートとした。平成 26 年 1 月に調査票を e-mail に添付して配布し、入力後に市町村

分をまとめて返送を受けた。調査期間は、平成 26 年 1 月に実施した。 

調査内容は、市町村保健師の経験年数、成人（高齢者を含む、以下同じ。）保健の担当経験の有無、成

人保健経験者について成人の歯や口の健康づくりについての課題を感じるか、課題を感じる場合その内容

(自由記載)、成人保健未経験者の場合は現在の担当業務とその業務に関連して成人歯科保健の課題を感じ

るか、感じる場合はその内容(自由記載)である。なお、調査票を図１に示した。 

回収後、集計を行った。なお、自由記載項目については、記載文から内容の項目を抽出してまとめ、表

1 の項目で分類し、その内容の記載があるかどうかについて再度記載内容を確認、集計して分析を行った。 

さらに、保健師の経験および、歯周疾患検診の実施の有無(市町単位)別にクロス集計を行った。 

 

結果 

 調査票は 369 名から返送され、回収率は 92.9％であった。回収した調査票に 5 名分がまとめて記載され

ていたため単純集計には用いた。ただし、クロス集計では、この 5 名分は用いることができなったため 364

名分を分析した。 

 市町村保健師としての経験年数別人数を表 2 に示した。経験年数が 1～5 年、6～13 年、14～20 年及び

21 年以上のものは、それぞれ 20.6%、20.9%、22.0%および 36.5%であり、21 年以上の経験があるものが

最も多かった。業務経験の中で、成人保健事業を経験したものは 87.1%と、未経験 12.9%と比べ多かった

(表 3)。表 4 及び図 2 には市町村保健師の経験年数別に見た成人保健の経験の有無を示した。経験年数が

長いものほど成人保健を経験しており、経験年数が尐ないものは成人保健の経験が尐なかった。 

 表 5 には、成人保健経験者の中で、成人の歯や口の健康づくりについて課題として感じたことがあるか

どうかの回答を示した。88.6%があると解答し、次いでわからない 9.2%、ない 1.6%、未記入 0.6%の順に

多かった。 

 課題の内容については、図 3 に示したが、住民の関心が低い 39.2%、検診受診率が低い 17.1%、住民の

歯科に関する認識・行動に格差がある 9.5%、行政の歯周病予防と対策が不十分 7.3%、若い世代への歯科

保健対策が不十分が 5.7%の順であった。課題のライフステージ別では、図 4に示したとおり、全体 16.1%、

成人（職域を含む）15.5%、高齢者 13.6%であった。取り組みとしては(図５)、ポピュレーションアプロ

ーチとしては普及啓発が 52.2%、ハイリスクアプローチとしては健診が 16.5%、次いで医師会との連携

7.6%と比較的高率であった。取り組みのライフステージ別では（図６）、全体 12.7%、青年 9.2%、成人(職
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域を含む)8.5%であり、課題と同様全世代を対象とする者が多いが、より若い世代を対象とする者が多く

なっていた。 

 次に、成人保健業務の経験がない場合の、現在の担当業務を表 6 に示した。母子保健担当が最も多く

74.5%であった。次いで介護保険 10.6%、その他 6.4%であり、児童福祉、障害福祉および人事については

各 1 名、2.1％であった。担当業務と関連して成人歯科保健の課題として感じているものは 48.9%がある

と回答しており、ないは 8.5%で、わからないは 40.4%、未記入は 2.1%であった（表 7）。 

 課題の自由記載では(図７)、住民の歯科に関する認識・行動に格差がある 17.0%、住民の関心が低い

14.9%とこの 2 項目が多かった。課題のライフステージ別(図８)は乳幼児(保護者)が 23.4%と多かった。取

り組みとしては(図９)、ポピュレーションアプローチとしては普及啓発が 29.8%、ハイリスクアプローチ

としては健診と健康相談が 6.4%と比較的多かった。取り組みのライフステージ別では（図 10）、乳幼児(保

護者)が 17.0%、全体が 8.5%、学童 6.4%で比較的多かった。経験がないものは母子保健担当が多いことが

この様な回答になったと考えられた。 

 表 4 に示したように経験年数が上がるほど、成人保健の担当経験者は増加し、21 年以上の場合未経験者

は見られなかった。そこで、経験年数別に歯科保健の課題の自由記載について分析した。問題点の指摘は

どの経験年数区分でも、住民の関心が低い、検診受診率が低い、住民の歯科に関する認識・行動に格差が

あるの順であったが(図 11、表 8、表 12)、経験年数が長くなるにつれてこれらの問題を指摘する割合は減

尐傾向であった。逆に指摘割合が尐ない点では指摘する割合は増加傾向を示すこともあったことから、経

験年数の増加により問題点の指摘の多様性が増加することが考えられた。次に、どのようなライフステー

ジでの課題ととらえるかについては、経験年数が長いものほど多くのライフステージを挙げており(図 12、

表 9、表 13)、色々な角度から歯科保健をとらえるようになることがうかがえた。次に、必要な取組につ

いては経験年数に関わらずポピュレーションアプローチとしての普及啓発、ハイリスクアプローチとして

の健診、連絡先としての医師会との連携の順で重要とされたが、普及啓発と医師会との連携については増

加傾向、健診については減尐傾向が見受けられた(図 13、表 10、表 14)。ただし、健診については経験の

最も多い区分の人はより重視している結果であった。ライフステージ別の取り組みについては課題の指摘

と同様の傾向であった(図 14、表 11、表 15)。 

 さらに、歯周疾患検診の実施状況別に問題点等の指摘割合を分析した。歯周疾患検診実施は、平成 21

年度から 24年度の間に歯周疾患検診を実施したと報告した市町とした。歯周疾患検診実施市町の場合は、

住民の関心が低い 41.2%、健診受診率が低い 18.0%、住民の歯科に関する認識・行動に格差がある 8.7%

の順で高い割合であり、全体の傾向と同じであった（図 15、表 16）。これに対して、未実施の場合は、行

政の歯周病予防と対策が不十分が 25.9%と 1 位であり次いで、住民の関心が低い、住民の歯科に関する認

識・行動に格差があるが 18.5%で同率 2 位であった（図 15、表 16）。歯周疾患検診の未実施は行政の対策

が不十分ととらえている可能性が考えられた。ライフステージとしては、実施自治体の場合、全体のライ

フステージ 17.6%、成人 16.3%、高齢者 14.9%、壮年 10.0%を挙げていたが、未実施では青年や学童（い

ずれも 11.1%）を挙げているものが多く、現状での問題点ととらえる傾向が見られた（図 16、表 17）。次

に、成人を経験していない場合、歯周疾患検診実施市町の場合、普及啓発が 51.6％ときわめて多い割合で、

次いで健診の 15.9%であった（図 17、表 18）。未実施の場合は、同様に普及啓発が 59.3％ときわめて多い

割合だが、健診 22.2%、口腔ケア 14.8%、健康相談 11.1%と幅広い項目で割合が高かった（図 17、表 18）。

また、ライフステージでは、検診実施でも未実施でも同様で、全体がそれぞれ 12.5%、14.8%であり、次

いで青年がそれぞれ 9.3%、7.4％、成人がそれぞれ 9.0%、3.7％でと上位 1 位の順位は同じであった（図

18、表 19）。未実施の市町は 2 位以下の割合は低くなっており、3 位までしかないのに対して実施の市町

は率が尐ないものの項目は多く選ばれていたが、未実施の対象者数の尐なさの影響も考えられた。 
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考察 

 平成 25 年度の市区町村における歯科衛生士の配置率は、全国で 16.8%だが、栃木県では 3.8％と低い状

況である。栃木県では中核市である宇都宮市を除くと、市町では配置されているところはない。全国調査

では、保健師が最も多く歯科保健を担当しており 2)、栃木県では、保健師の成人歯科保健に対する意識等

を調査することは非常に重要と思われる。さらに、成人歯科保健の中で大きな位置を占めると考えられて

おり、節目検診として実施される歯周疾患検診の実施状況は、平成 24 年度では歯科専門職が配置されて

いないにもかかわらず市町村実施率は 80.8%と都道府県順位では 9 位であり（平成 25 年度は市町村実施

率 92.3%、順位 7 位）、全国的に見ると歯周疾患検診事業によく取り組んでいることから 3)も、本調査は重

要と考えられた。 

 しかしながら、栃木県の平成 24 年度歯周疾患検診受診率(捕捉率)は 5.18%で全国順位は 16 位となって

いる 3)（捕捉率という別の表現をしているのは、がん検診と対象者数の算出方法が異なるため、分母をそ

の年齢の人数として算出したことから区別のために表現した）。都道府県の地域相関分析の結果では、市

町村実施率と受診率(捕捉率)には有意な正の相関が見られた。これは、市町村が歯周疾患検診を実施する

と住民意識が上がるのか、住民意識の高いところで歯周疾患検診に市町村が取り組んだためかは分からな

い。最も受診率(捕捉率)の高いのは香川県で、唯一 10％を超えている 10.69%であった 3)。また、胃がん検

診や骨粗鬆症検診の受診率(捕捉率)との比較を行ったところ、これらの検診は年齢とともに受診率(捕捉率)

の上昇が見られるのに対して、歯周疾患検診ではほとんど上昇が見られなかったこと、これは歯周疾患の

受療率の高さの影響があるかもしれないと考察していた。また椎名ら 4)は、成人歯科健診の受診者の特徴

を分析しており、歯科健診受診者は未受診者に比べて、各種がん検診の受診率が高いと報告している。さ

らに、医師会と歯科医師会で相互に関連する検診受診を促すことや通知を同じ封筒で送付する等が提案さ

れていた。柳川らは、歯周病検診受診の動機付けの重要性を考え、アンケートによるスクリーニングの実

施、歯ブラシ等の歯科保健グッズの無料プレゼントを通知する、夜間や休日に実施する、申込方法を簡約

化する方法を３市において時期をずらして実施したところ、無料プレゼントが受診率を上昇させているこ

と、夜間･休日実施や申込の簡略化も受診率上昇に関与している可能性が見られた。スクリーニングのみ

では上昇が見られないようだが、歯周病検診に合わせて実施した場合、歯科衛生士による結果説明まで含

めると好評であったと述べており、歯科保健の普及啓発のなかで検診受診動機を喚起することの重要性が

考察されていた 5)。今回の結果でも多く出された住民意識の向上を図ることの重要性が確認できるが、そ

の対策の難しさも示しているかもしれない。いろいろな機会を捉えて関係者が一致して歯科保健に関する

情報を住民に提供することが重要であると考えられるので、今後ともこの様な情報収集を行い、関係者に

提供することがより重要であると考えられた。 

 柳川ら 5)の報告にもあるスクリーニングによる歯周病検診の試みは、多くの取り組みがあるが、中でも

日本歯科医師会により計画、実施されているものがある 6-9)。標準的な成人歯科健診プログラム・保健指導

マニュアルに基づいて行われているが、特定健診・特定保健指導と同様に行える観点で作られた 20 問の

選択肢からなっており 6)、リスク発見・保健指導重視型の成人歯科健診ともいえることから、評価も試み

られている 8,9)。厚生労働省医政局歯科保健課が平成 26 年度末に開催した歯周疾患検診マニュアルの改定

に関する検討会で検討された新しい歯周病検診マニュアル 10)では、この様なアンケートによるスクリーニ

ングは現在科学的根拠を蓄積していると述べられており、この方法の導入はいつなのか分からない。生活

習慣の評価を重視している点は新しい観点で、たとえば喫煙者は歯周病の高リスク群と考えた指導が検討

されている。しかし、スクリーニングについては科学的根拠の蓄積がなされた段階で導入を検討している

と解釈できるので、今後に期待したい。また、この方法は、写真を使うなどしてセルフチェックを強化す

るばかりでなく、歯肉の炎症の改善状況を教育的とも言える方法で活用するものも試されており 11)、変更
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と評価を繰り返すことで、かなり期待のできる方法となると考えられる。大田原市も歯周疾患検診の導入

に先立って実施している健診・検診の場でアンケートを行うなど 12)、地域のニーズを踏まえた対策を進め

ていくことは、重要なことであると考えられ、参考になることから、詳細の公表が望まれる。 

 歯科保健に関係することでは、よく噛むことが肥満対策として効果があるとの観点から、咀嚼によるメ

タボ対策が検討されており、香川県の観音寺市で取り組まれた事業が紹介された 13)。メタボリックシンド

ロームと判定され者の中で、指導後の BMI の改善が咀嚼指導実施群で最も良かったと報告している 13)。

同様の取り組みについて三重県でも数市町村で実施されており、実施状況と尐数だが効果があったことが

2014 年の公衆衛生学会(宇都宮市)で報告された 14)。この分野でも科学的根拠を積み上げる取り組みが行わ

れていることから、今後が期待される。なお、足利市では平成 26 年に特定保健指導受診者に歯科医師会

より情報提供がなされており 15)、県内でも先行しての導入が見られることも期待される。 

 より QOL の高い高齢社会を迎えるために 8020 達成者を増やすことが重要と考えられるが、相田ら 15)

は日本とイギリスにおける高齢者の口腔の健康に関する研究を行ったところ、経済格差が健康格差に影響

を与えており、所得の高い層ほど歯の喪失リスクが低かったと報告している。イギリスより日本の方が格

差が小さいことから、この様な格差研究を進めることが口腔の健康に重要と述べている。また、池邉ら 16)

は国内の地域で行った研究から、8020 達成者が多いのは、教育年数の長い人、学習意欲の旺盛な人、非

喫煙者、砂糖摂取の尐ない人、唾液分泌の多い人であると述べている。この様な研究結果から、成人歯科

保健における指導内容が絞り込まれることが健診後の住民の歯の健康増進に重要と考えられた。 

 多くの取り組みが現在進行形であるため、今後とも情報収集と県の担当部署からの情報提供が行われる

と考えられるので、地域ニーズに沿って事業の展開がなされることが期待される。その場合に重要と考え

られるのが、多職種の連携と思われる。歯科保健については、歯科医療と同様に保健部門や(一般)医療と

の連携が進んでこなかったことが考えられる。これは、専門職種の養成も別々に行われていたことも関係

しているであろう。しかしながら、健康日本２１の第２次計画の策定時期に、歯科口腔保健法が成立し、

この分野での展開が検討されているが、そこでの重要な課題として歯科専門職と保健師を始めとする保健

分野の連携の重要性が高まってきている 18-19)。それを促す取り組みとして、国立保健医療科学院の短期研

修では、「歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評価研修」が実施されている。前組織である国立公

衆衛生院では行政に勤務する「歯科衛生士研修」が取り組まれたが 20)、近年発展的に改革されたものであ

り、保健師職の参加も尐数だが見られるようになっている。また、その研修をきっかけとして事業が生ま

れたことも報告されている 21)。この様な取り組みの蓄積が反映されて、多職種の連携が歯科口腔保健分野

で構築されていくことが期待されており、有効な成人歯科保健対策の試行、実施に向けて組織連携を進め

ておくことが、求められている。 

 

まとめ 

 現時点ですぐ有効な方法は見当たらないが、成人歯科保健分野では多くの取り組みが行われており、そ

の取り組みへの参加や、効果的な方法が示されたときに生かすために、市町村の保健分野と歯科保健現場

の連携を進めておくことが、今後の栃木県の成人歯科保健の推進に有効な対策と考えられた。同時に、各

地の取り組みの結果について情報提供がなされることも重要と考えられた。 

 

謝辞 本研究を進める上で、ご支援をいただいた皆様、また調査に協力していただいた保健師の皆様に多

大なる感謝の意を表します。 
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図１ 調査票 
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表１ 自由記載の項目の分類 

  

課題（問3および問4）
【住民側】

　関心が低い（歯周病、知識が乏しい）

　歯科に関する認識・行動に格差がある

　かかりつけ歯科医を持っているものが尐ない（定期的受診）

　歯周病患者の増加

　咀嚼機能の低下

　嚥下機能の低下・誤嚥性肺炎

　身体機能の低下

　寝たきり者の口腔ケアが不十分（認識・行動）

　認知症の原因

　その他（住民側）

　歯科の優先順位が低い（時間がない、費用がないなど）

【行政側】

　情報発信が乏しい

　関心が低い

　意識づけが難しい

　歯周病予防と対策が不十分

　検診受診率が低い

　介護予防のための歯や口腔の健康づくり（口腔機能向上）

　若い世代（20代、30代）への歯科保健対策が不十分

　その他（行政側）

【医療機関側】

　人材不足

　訪問歯科診療（往診）を実施する医療機関が尐ない

　関心が低い（理解不足）

　情報発信が乏しい

　その他（医療機関側）

【その他の分野】

　その他

【ライフステージ別】　※調査票に記載されている場合にコードを入力する

　全体

　妊婦

　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む）

　学童

　成人（「職域」と記載されている場合含む）

　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む）

　壮年

　高齢

　要介護

　障害（「HIV」と記載されている場合含む）

　その他

取り組み（問3および問4）
【ポピュレーションアプローチ】

　普及啓発

　かかりつけ医をつくる

　口腔ケア

【ハイリスクアプローチ】

　健診

　健康相談

　口腔機能向上

【連携先】

　職域

　医師会

　マスコミ

　内部（他の部門）

　その他（連携）

【その他】

　その他

【ライフステージ別】　※調査票に記載されている場合にコードを入力する

　全体

　妊婦

　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む）

　学童

　成人（「職域」と記載されている場合含む）

　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む）

　壮年

　高齢

　要介護

　障害（「HIV」と記載されている場合含む）

　その他
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表２ 市町村保健師としての経験年数 
  

  
１～５年

目 

６～１３年

目 

１４～２０年

目 

２１年以

上 
計 

人数（人） 75 76 80 133 364 

割合（％） 20.6% 20.9% 22.0% 36.5% 100.0% 

      
 

 

表３ 業務上での成人（高齢者を含む）保健経験 

 
経験あり 経験なし 計 

人数（人） 316 47 363 

割合（％） 87.1% 12.9% 100.0% 

 

 

表４ 経験年数別に見た成人保健の経験 

  経験あり 経験なし 計 

１～５年目 
43 32 75 

57.3% 42.7% 100.0% 

６～１３年目 
63 13 76 

82.9% 17.1% 100.0% 

１４～２０年目 
78 2 80 

97.5% 2.5% 100.0% 

２１年以上 
132 0 132 

100.0% 0.0% 100.0% 

計 
316 47 363 

87.1% 12.9% 100.0% 

 

 

 
図２ 経験年数別に見た成人保健の経験 

57.3%

82.9%

97.5%

100.0%

87.1%

42.7%

17.1%

2.5%
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表５ 成人（高齢者を含む）保健経験者の中で歯や口腔の健康づくりについ

ての課題を感じているか 

  課題がある 課題はない わからない 未記入 計 

人数（人） 280 5 29 2 316 

割合（％） 88.6% 1.6% 9.2% 0.6% 100.0% 

 

表６ 成人（高齢者を含む）の経験がない場合、現在の担当業務は 
    

  母子 児童福祉 介護保険 障害福祉 国保 人事 その他 未記入 計 

人数（人） 35 1 5 1 0 1 3 1 47 

割合（％） 74.5% 2.1% 10.6% 2.1% 0.0% 2.1% 6.4% 2.1% 100.0% 

 

表７ 担当業務と関連して、成人歯科保健の課題として感じていることはあるか 

  ある ない わからない 未記入 計 

人数（人） 23 4 19 1 47 

割合（％） 48.9% 8.5% 40.4% 2.1% 100.0% 

 

 

 図３ 現在あるいは過去に成人（高齢者を含む）を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題 
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かかりつけ歯科医を持っているものが少ない…

歯周病患者の増加

咀嚼機能の低下

嚥下機能の低下・誤嚥性肺炎

身体機能の低下

寝たきり者の口腔ケアが不十分（認識・行動）

認知症の原因

その他（住民側）

歯科の優先順位が低い（時間がない、費用が…

【行政側】

情報発信が乏しい

関心が低い

意識づけが難しい

歯周病予防と対策が不十分
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その他（行政側）

【医療機関側】

人材不足

訪問歯科診療（往診）を実施する医療機関が少…

関心が低い（理解不足）

情報発信が乏しい

その他（医療機関側）

その他
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 図４ 現在あるいは過去に成人（高齢者を含む）を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健

康づくりの課題となるライフステージ 

 

 

 図５ 現在あるいは過去に成人（高齢者を含む）を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健

康づくりに必要な取組 
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 図６ 現在あるいは過去に成人（高齢者を含む）を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づく

りの取り組むべきライフステージ 

 

 

 図７ 現在あるいは過去に成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題 
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図８ 現在あるいは過去に成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題となるライフステージ 

 

 

図９ 現在あるいは過去に成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組 

 

 

図 10 現在あるいは過去に成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り組むべきライフステージ 
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図 11 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題 

 

 

図 12 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題となるライフステージ 
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図 13 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組 

 

 

図 14 経験年数別にみた成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り組むべきライフ

ステージ 
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図 15 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題 

 

図 16 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題となるライフステージ 
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図 17 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組 

 

 

図 18 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り

組むべきライフステージ 
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表８ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題（人数） 

 

 

表９ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題となるライ

フステージ（人数） 

 

  

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
　　（回答者数） 316 43 63 78 132

【住民側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　関心が低い（歯周病、知識が乏しい） 124 18 26 31 49
　歯科に関する認識・行動に格差がある 30 5 8 8 9
　かかりつけ歯科医を持っているものが少ない（定期的受診） 10 2 4 4
　歯周病患者の増加 9 2 3 4
　咀嚼機能の低下 9 2 1 2 4
　嚥下機能の低下・誤嚥性肺炎 8 1 2 2 3
　身体機能の低下 6 1 1 4
　寝たきり者の口腔ケアが不十分（認識・行動） 4 1 3
　認知症の原因 2 1 1
　その他（住民側） 14 4 7 3
　歯科の優先順位が低い（時間がない、費用がないなど） 13 2 2 4 5
【行政側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　情報発信が乏しい 19 2 2 5 10
　関心が低い 3 1 2
　意識づけが難しい 11 1 2 1 7
　歯周病予防と対策が不十分 23 1 5 3 14
　検診受診率が低い 54 9 16 11 18
　介護予防のための歯や口腔の健康づくり（口腔機能向上） 15 1 1 3 10
　若い世代（20代、30代）への歯科保健対策が不十分 18 1 2 4 11
　その他（行政側） 26 1 6 5 14
【医療機関側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　人材不足 0
　訪問歯科診療（往診）を実施する医療機関が少ない 1 1
　関心が低い（理解不足） 3 1 2
　情報発信が乏しい 0
　その他（医療機関側） 0
その他 3 1 2

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
　　（回答者数） 316 43 63 78 132

【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 51 3 11 19 18
　妊　婦 4 1 2 1
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 2 1 1
　学　童 3 1 2
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 49 4 9 11 25
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 18 2 2 4 10
　壮 年 30 2 7 7 14
　高 齢 43 3 9 8 23
　要介護 24 3 4 7 10
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 2 1 1
　その他 5 1 1 3
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表１０ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組（人数） 

 

 

表１１ 経験年数別にみた成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り組むべき

ライフステージ 

 

  

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
　　（回答者数） 316 43 63 78 132

【ポピュレーションアプローチ】
　普及啓発 165 19 31 44 71
　かかりつけ医をつくる 9 2 4 3
　口腔ケア 16 1 2 6 7
【ハイリスクアプローチ】
　健診 52 8 9 8 27
　健康相談 8 1 2 5
　口腔機能向上 2 1 1
【連携先】
　職域 13 2 2 1 8
　医師会 24 1 2 8 13
　マスコミ 5 2 2 1
　内部（他の部門） 7 1 1 5
　その他（連携） 7 1 1 1 4
【その他】
　その他 25 1 1 7 16

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
　　（回答者数） 316 43 63 78 132

【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 40 5 12 23
　妊　婦 2 1 1
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 18 6 5 7
　学　童 7 3 4
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 27 5 7 6 9
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 29 1 1 7 20
　壮 年 9 1 2 3 3
　高 齢 17 2 4 4 7
　要介護 6 1 1 4
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 3 1 2
　その他 4 2 2
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表１２ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題の割合 

 

 

表１３ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの課題となるラ

イフステージの割合 

 

 

  

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
【住民側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 39.2% 41.9% 41.3% 39.7% 37.1%
　関心が低い（歯周病、知識が乏しい） 9.5% 11.6% 12.7% 10.3% 6.8%
　歯科に関する認識・行動に格差がある 3.2% 0.0% 3.2% 5.1% 3.0%
　かかりつけ歯科医を持っているものが少ない（定期的受診） 2.8% 0.0% 3.2% 3.8% 3.0%
　歯周病患者の増加 2.8% 4.7% 1.6% 2.6% 3.0%
　咀嚼機能の低下 2.5% 2.3% 3.2% 2.6% 2.3%
　嚥下機能の低下・誤嚥性肺炎 1.9% 2.3% 1.6% 0.0% 3.0%
　身体機能の低下 1.3% 0.0% 0.0% 1.3% 2.3%
　寝たきり者の口腔ケアが不十分（認識・行動） 0.6% 2.3% 0.0% 0.0% 0.8%
　認知症の原因 4.4% 0.0% 6.3% 9.0% 2.3%
　その他（住民側） 4.1% 4.7% 3.2% 5.1% 3.8%
　歯科の優先順位が低い（時間がない、費用がないなど）
【行政側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6.0% 4.7% 3.2% 6.4% 7.6%
　情報発信が乏しい 0.9% 0.0% 1.6% 0.0% 1.5%
　関心が低い 3.5% 2.3% 3.2% 1.3% 5.3%
　意識づけが難しい 7.3% 2.3% 7.9% 3.8% 10.6%
　歯周病予防と対策が不十分 17.1% 20.9% 25.4% 14.1% 13.6%
　検診受診率が低い 4.7% 2.3% 1.6% 3.8% 7.6%
　介護予防のための歯や口腔の健康づくり（口腔機能向上） 5.7% 2.3% 3.2% 5.1% 8.3%
　若い世代（20代、30代）への歯科保健対策が不十分 8.2% 2.3% 9.5% 6.4% 10.6%
　その他（行政側）
【医療機関側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
　人材不足 0.3% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0%
　訪問歯科診療（往診）を実施する医療機関が少ない 0.9% 0.0% 1.6% 0.0% 1.5%
　関心が低い（理解不足） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
　情報発信が乏しい 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
　その他（医療機関側） 0.9% 0.0% 1.6% 0.0% 1.5%
その他

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 16.1% 7.0% 17.5% 24.4% 13.6%
　妊　婦 1.3% 2.3% 3.2% 1.3% 0.0%
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 0.6% 0.0% 1.6% 0.0% 0.8%
　学　童 0.9% 0.0% 0.0% 1.3% 1.5%
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 15.5% 9.3% 14.3% 14.1% 18.9%
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 5.7% 4.7% 3.2% 5.1% 7.6%
　壮 年 9.5% 4.7% 11.1% 9.0% 10.6%
　高 齢 13.6% 7.0% 14.3% 10.3% 17.4%
　要介護 7.6% 7.0% 6.3% 9.0% 7.6%
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 0.6% 0.0% 0.0% 1.3% 0.8%
　その他 1.6% 2.3% 0.0% 1.3% 2.3%
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表１４ 経験年数別に見た成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組の割合 

 

 

表１５ 経験年数別にみた成人を担当した経験がある者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り組むべき

ライフステージ 

 

 

  

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
【ポピュレーションアプローチ】
　普及啓発 52.2% 44.2% 49.2% 56.4% 53.8%
　かかりつけ医をつくる 2.8% 0.0% 3.2% 5.1% 2.3%
　口腔ケア 5.1% 2.3% 3.2% 7.7% 5.3%
【ハイリスクアプローチ】
　健診 16.5% 18.6% 14.3% 10.3% 20.5%
　健康相談 2.5% 2.3% 3.2% 0.0% 3.8%
　口腔機能向上 0.6% 0.0% 0.0% 1.3% 0.8%
【連携先】
　職域 4.1% 4.7% 3.2% 1.3% 6.1%
　医師会 7.6% 2.3% 3.2% 10.3% 9.8%
　マスコミ 1.6% 4.7% 0.0% 2.6% 0.8%
　内部（他の部門） 2.2% 0.0% 1.6% 1.3% 3.8%
　その他（連携） 2.2% 2.3% 1.6% 1.3% 3.0%
【その他】
　その他 7.9% 2.3% 1.6% 9.0% 12.1%

計 １～５年目 ６～１３年目 １４～２０年目 ２１年以上
【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 12.7% 0.0% 7.9% 15.4% 17.4%
　妊　婦 0.6% 0.0% 0.0% 1.3% 0.8%
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 5.7% 0.0% 9.5% 6.4% 5.3%
　学　童 2.2% 0.0% 4.8% 0.0% 3.0%
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 8.5% 11.6% 11.1% 7.7% 6.8%
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 9.2% 2.3% 1.6% 9.0% 15.2%
　壮 年 2.8% 2.3% 3.2% 3.8% 2.3%
　高 齢 5.4% 4.7% 6.3% 5.1% 5.3%
　要介護 1.9% 0.0% 1.6% 1.3% 3.0%
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 0.9% 0.0% 0.0% 1.3% 1.5%
　その他 1.3% 0.0% 0.0% 2.6% 1.5%
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表１６歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題の割合 

 

 

表１７ 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりの課題

となるライフステージの割合 

 

 

  

人数 率
316 27 289

【住民側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　関心が低い（歯周病、知識が乏しい） 124 39.2% 5 18.5% 119 41.2%
　歯科に関する認識・行動に格差がある 30 9.5% 5 18.5% 25 8.7%
　かかりつけ歯科医を持っているものが少ない（定期的受診） 10 3.2% 0.0% 10 3.5%
　歯周病患者の増加 9 2.8% 1 3.7% 8 2.8%
　咀嚼機能の低下 9 2.8% 1 3.7% 8 2.8%
　嚥下機能の低下・誤嚥性肺炎 8 2.5% 0.0% 8 2.8%
　身体機能の低下 6 1.9% 1 3.7% 5 1.7%
　寝たきり者の口腔ケアが不十分（認識・行動） 4 1.3% 0.0% 4 1.4%
　認知症の原因 2 0.6% 0.0% 2 0.7%
　その他（住民側） 14 4.4% 0.0% 14 4.8%
　歯科の優先順位が低い（時間がない、費用がないなど） 13 4.1% 2 7.4% 11 3.8%
【行政側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　情報発信が乏しい 19 6.0% 2 7.4% 17 5.9%
　関心が低い 3 0.9% 0.0% 3 1.0%
　意識づけが難しい 11 3.5% 1 3.7% 10 3.5%
　歯周病予防と対策が不十分 23 7.3% 7 25.9% 16 5.5%
　検診受診率が低い 54 17.1% 2 7.4% 52 18.0%
　介護予防のための歯や口腔の健康づくり（口腔機能向上） 15 4.7% 3 11.1% 12 4.2%
　若い世代（20代、30代）への歯科保健対策が不十分 18 5.7% 4 14.8% 14 4.8%
　その他（行政側） 26 8.2% 1 3.7% 24 8.3%
【医療機関側】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　人材不足 0 0.0% 0.0% 0.0%
　訪問歯科診療（往診）を実施する医療機関が少ない 1 0.3% 0.0% 1 0.3%
　関心が低い（理解不足） 3 0.9% 1 3.7% 2 0.7%
　情報発信が乏しい 0 0.0% 0.0% 0.0%
　その他（医療機関側） 0 0.0% 0.0% 0.0%
その他 3 0.9% 1 3.7% 2 0.7%

合計 歯周疾患検診
未実施

歯周疾患検診
実施

人数 率
316 27 289

【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 51 16.1% 0.0% 51 17.6%
　妊　婦 4 1.3% 1 3.7% 3 1.0%
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 2 0.6% 0.0% 2 0.7%
　学　童 3 0.9% 3 11.1% 0.0%
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 49 15.5% 2 7.4% 47 16.3%
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 18 5.7% 3 11.1% 15 5.2%
　壮 年 30 9.5% 1 3.7% 29 10.0%
　高 齢 43 13.6% 0.0% 43 14.9%
　要介護 24 7.6% 2 7.4% 22 7.6%
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 2 0.6% 1 3.7% 1 0.3%
　その他 5 1.6% 0.0% 5 1.7%

合計 歯周疾患検診 歯周疾患検診
未実施 実施



24 

表１８歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる､成人の歯や口腔の健康づくりに必要な取組 

 

 

表１９ 歯周疾患検診実施別に見た成人を担当した経験がない者が感じる、成人の歯や口腔の健康づくりの取り

組むべきライフステージ 

 

人数 率
316 27 289

【ポピュレーションアプローチ】
　普及啓発 165 52.2% 16 59.3% 149 51.6%
　かかりつけ医をつくる 9 2.8% 1 3.7% 8 2.8%
　口腔ケア 16 5.1% 4 14.8% 12 4.2%
【ハイリスクアプローチ】
　健診 52 16.5% 6 22.2% 46 15.9%
　健康相談 8 2.5% 3 11.1% 5 1.7%
　口腔機能向上 2 0.6% 0.0% 2 0.7%
【連携先】
　職域 13 4.1% 0.0% 13 4.5%
　医師会 24 7.6% 3 11.1% 21 7.3%
　マスコミ 5 1.6% 0.0% 5 1.7%
　内部（他の部門） 7 2.2% 0.0% 7 2.4%
　その他（連携） 7 2.2% 1 3.7% 6 2.1%
【その他】
　その他 25 7.9% 0.0% 25 8.7%

未実施 実施
合計 歯周疾患検診 歯周疾患検診

人数 率
316 27 289

【ライフステージ別】　　　　　　　　　　　　　　　　
　全　体 40 12.7% 4 14.8% 36 12.5%
　妊　婦 2 0.6% 0.0% 2 0.7%
　乳幼児（「保護者」と記載されている場合含む） 18 5.7% 0.0% 18 6.2%
　学　童 7 2.2% 0.0% 7 2.4%
　成人（「職域」と記載されている場合含む） 27 8.5% 1 3.7% 26 9.0%
　青年（「若い」、「20・30歳代」と記載されている場合含む） 29 9.2% 2 7.4% 27 9.3%
　壮 年 9 2.8% 0.0% 9 3.1%
　高 齢 17 5.4% 0.0% 17 5.9%
　要介護 6 1.9% 0.0% 6 2.1%
　障害（「HIV」と記載されている場合含む） 3 0.9% 0.0% 3 1.0%
　その他 4 1.3% 0.0% 4 1.4%

合計 歯周疾患検診 歯周疾患検診
未実施 実施


